
 

 

★新図書館建設基金を１億円積み立てる予算が可決されました。 

★宮田導水路上部整備事業の見直し、縮減案が決まりました。工事費で約2億1000万円の削減。 

維持管理費で年間約3600万円の削減が可能となる見通しです。 
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日本共産党江南市委員会 電話 55-9890 

国民の強い反対を無視し、憲法９条を踏みにじっ
て戦争法を強行した安倍自公政権。日本共産党はこ
の暴挙を糾弾するとともに、戦争法を廃止する国民
連合政府を提案しています。 

市は公共施設使用料等の見直し方針を発表しました。消費税10％

強行予定の 2017 年４月に合わせ、現在無料の公民館や学習等供用

施設、福祉センターやお風呂等の有料化、有料施設の値上げなど全

面見直しを行うとしています。 

来年 3月頃に市が料金の考え方を示し、市民の意見や利用者アン

ケートを取り、６月に具体的な新料金案をまとめ、９月議会に提案。

可決されれば再来年４月実施のスケジュールです。 

 しかし４年前に有料化・値上げ案が発表された時、多くのサーク

ルや施設利用者から「高齢者の生きがいや仲間づくり、体力づくり

の機会が減ってしまう」「会の存続にかかわる大問題」と反対の声

が挙がり、市が値上げを断念した経緯があります。この状況は今も

何ら変わるどころか、物価の上昇や年金削減、医療介護の負担増で

市民の暮らしは厳しくなる一方です。しかも、消費税 10％増税と

いう負担増に追い討ちをかける最悪のタイミングで、使用料値上げ

を行うなどもってのほかです。市に撤回を求めていきましょう。 

 

 

 

戦闘地域での兵たん、治安活動、米軍防護の武器使用、集団的

自衛権・・・・海外での武力行使に道をひらく憲法違反の戦争法。 

立憲主義、民主主義、法の支配という我が国の存立を土台から

覆し、日本の平和と国民の命を危険にさらすこのような法律を一

刻たりとも放置するわけにはいきません。安倍政権をうち倒し、

日本の政治に立憲主義と民主主義をとりもどしましょう。 

日本に住む人に一人残らず１２桁の番号を割り振り、税金

や社会保障の利用などの情報を一つの番号で紐付けし、国や

自治体が管理・利用するマイナンバー制度の番号通知が始ま

りました。来年１月から利用開始。民間事業者にも法人番号

がつけられます。 

初期費用だけで約３０００億円、年間経費に約３００億円

 

 

 

 

日本共産党は、戦争法廃止の一点で一致するすべての政党、団

体、個人が力を合わせて「国民連合政府」を作ることを呼びかけ

ます。政策・立場のちがいをお互い横において、大同団結しよう

という提案です。 

 

 

 

 

日本共産党は、「戦争法廃止の国民連合政府」で一致す

るすべての野党と選挙協力を行うために誠実に力を尽くし

ます。昨年総選挙の沖縄１～４区では「米軍新基地建設反

対」の一点で選挙協力し、小選挙区すべてで自民党に勝利

することができました。今度は全国で・・・新しい政治を

ご一緒に実現しましょう。 

もかかり、民間事業者の負担を含めると１兆円とも。国民も自治体・企業

も多大な負担と労力が必要なマイナンバー制度。しかし国民にメリットは

ほとんどありません。年金の申請や転居時の行政手続きが簡単になると政

府は宣伝しますが、そのような手続きは日常生活では頻繁にありません。 

顔写真付きの個人番号カードの申し込みは任意です。番号カードがなく

ても支障はありません。情報の一元化でプライバシー侵害や情報漏えいの

危険が飛躍的に高まります。国民監視で住民からの徴収強化に道を開くマ

イナンバー制度の凍結・中止こそが必要です。 

 


